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業務委託契約書（案） 
１．委託業務名 

    ○○○○○○○○業務 

２．履行場所 

    ○○○○○○○○地内 

３．履行期間 

    平成○○年○○月○○日 から 平成○○年○○月○○日 まで 

４．業務委託料 ￥○○○○○○○○○－ 

  （内訳） 詳細設計業務委託料 ￥○○○○○○○－ 

       施工監理業務委託料 ￥○○○○○○○－ 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 ￥○○○○○○○－） 

５．契約保証金 約款第 4 条に定めるところによる。 

 

６．契約内容及び特記事項 

  別紙のとおり 

 

  上記の委託業務に関して、発注者が受注者その他の者との間で締結した平成○○年○

○月○○日付基本協定書第 7 条第 1 項の定めるところに従い、発注者と受注者は、各々

の対等な立場における合意に基づいて、大館市財務規則の条項及び添付約款によって公

正な契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。 

  この証として本書○通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

平成○○年○○月○○日 

 

発 注 者  住    所  秋田県大館市字中城２０番地 

                 氏    名  大館市長  福原 淳嗣 

 

受 注 者  共同企業体名  

      代表構成員 

住    所 

                 商号又は名称   

                 氏    名           （印） 



 

      構 成 員 

  住    所   

                 商号又は名称   

                 氏    名            （印） 

 

 

構 成 員 

住    所   

                 商号又は名称   

                 氏    名            （印） 

 

 

構 成 員 

住    所   

                 商号又は名称   

                 氏    名            （印） 
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の保証に係る

ばならない。

保証金額又

以上としなけ

第 2号又は第

して行われた

付を免除する

保証の額が

求することが

ずる権利又は義

者の承諾を得

受注者が有す

年政令第 350 号

店を有するも

及び業務を行

担保の目的に

ない。 

項に規定する

以下この条

定する著作物

権（著作権法第

注者に無償で譲

るとしないと

る。 

る場合には、受

ることができ

る場合におい

その改変に同

内容を受注者

得られた記録

合には、当該

内容を公表す

保証を付したと

保証書若しく

 

又は保険金額

ければならない

3号に掲げる

たものとし、同

る。 

が変更後の業務

でき、受注者

義務を第三者

得た場合は、

る売掛債権に

号）第 1条の

ものに限る。）

行う上で得られ

供してはなら

る指定部分に

条において同じ

（以下「著作

第 21 条から第

譲渡するもの

にかかわらず

受注者が承諾

きる。 

て、発注者が

同意する。また

者の承諾なく

録等を含む。）

該成果物を使用

ることができ

とき、又は前

くは証券、又

（第 5項にお

い。 

る保証を付し

同項第 4号又

務委託料の 1

者は、保証の

者に譲渡し、又

この限りでな

については、

の 3に規定す

に限り譲渡

れた記録等を

らない。ただ

に係る成果物

じ。）が著作権

作物」という。

第 28 条まで

のとする。 

ず、当該著作

諾したときに

が当該著作物

た、発注者は

自由に改変す

が著作物に

用又は複製し

きる。 

前項第 5号に掲

又はその保険契

おいて「保証

したときは、当

又は第 5号に掲

10 分の 1に達

額の減額を請

又は承継させ

ない。 

信用保証協会

する金融機関

渡することがで

を含む。）を第

だし、あらかじ

物及び同条第 2

権法（昭和 45

）に該当する

でに規定する権

作物の内容を受

に限り、既に受

物の利用目的の

は、成果物が著

することがで

該当するとし

し、また、第

掲げる

契約に

証の額」

当該保

掲げる

達する

請求す

せては

会及び

（ただ

できる

第三者

じめ発

2項に

5年法

る場合

権利を

受注者

受注者

の実現

著作物

できる。 

しない

1条第



６ 発

第

定す

ころ

（一括

第７条

三者

２ 受

委任

３ 受

当該

なら

せよ

（特許

第８条

れる

は、

指定

その

けれ

（調査

第９条

調査

２ 調

事項

によ

(1)

(2)

(3)

(4)

３ 発

の調

たと

発注者は、受

9号に規定す

するデータベ

ろにより、当

括再委託等の

 受注者は条

者に委任し、

受注者は、前

任し、又は請

受注者は、業

該第三者の商

らない。ただ

ようとすると

許権等の使用

 受注者は条

る第三者の権

、その使用に

定した場合に

の存在を知ら

ればならない

査職員） 

 発注者は条

査職員を変更

調査職員は、

項のうち発注

より、次に掲

) 発注者の意

務に関する

) この契約及

承諾又は回

) この契約の

) 業務の進捗

の調査 

発注者は、2

調査職員の有

ときにあって

受注者が成果

するプログラ

ベースの著作

当該プログラ

の禁止） 

は、業務の全

又は請け負

前項の主たる部

請け負わせて

業務の一部を

商号又は名称

だし、発注者が

ときは、この

用） 

は、特許権、

権利（以下「

に関する一切の

において、募集

らなかったと

い。 

は、調査職員

更したときも

この契約の他

注者が必要と

掲げる権限を

意図する成果

る指示 

及び募集要項

回答 

の履行に関す

捗の確認、募集

名以上の調査

有する権限の

ては、当該委

物の作成にあ

ムの著作物を

物をいう。）

ム及びデータ

全部を一括し

わせてはなら

部分のほか、

はならない。

第三者に委任

その他必要な

が募集要項等

限りでない。

実用新案権

特許権等」と

の責任を負わ

集要項等に特

きは、発注者

員を置いたと

同様とする。

他の条項に定

認めて調査職

有する。 

果物を完成させ

項等の記載内容

る受注者又は

集要項等の記

査職員を置き

内容を、調査

任した権限の
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あたって開発

をいう。）及び

について、受

タベースを利

して、又は募集

らない。 

発注者が募集

 

任し、又は請

な事項につい

等において指

 

権、意匠権、商

という。）の対

わなければな

特許権等の対

者は、受注者が

きは、その氏

 

定めるもの及び

職員に委任し

せるための受

容に関する受

は受注者の管

記載内容と履行

き、前項の権限

査職員にこの契

の内容を、受

発したプログ

びデータベー

受注者が承諾

利用することが

集要項等にお

集要項等にお

請け負わせよ

いて発注者に通

定した軽微な

商標権その他

対象となって

ならない。ただ

対象である旨の

がその使用に

氏名を受注者

びこの契約に

したもののほか

受注者又は受

受注者からの

管理技術者と

行内容との照

限を分担させ

契約に基づく

受注者に通知

ラム（著作権

ース（著作権法

諾した場合に

ができる。 

おいて指定し

おいて指定し

うとするとき

通知し、その

な部分を委任

他日本国の法令

ている履行方

だし、発注者

の明示がなく

に関して要し

者に通知しな

に基づく発注者

か、募集要項

受注者の管理技

の確認の申出又

の協議 

照合その他こ

せたときにあ

く発注者の権

しなければな

権法第 10 条第

法第 12 条の 2

は、別に定め

た主たる部分

た部分を第三

きは、あらか

承諾を得なけ

任し、又は請け

法令に基づき保

方法を使用する

者がその履行方

く、かつ、受注

た費用を負担

ければならな

注者の権限とさ

項等に定めると

技術者に対す

又は質問に対

の契約の履行

あっては、それ

権限の一部を委

ならない。 

第 1項

2に規

めると

分を第

三者に

かじめ、

ければ

け負わ

保護さ

るとき

方法を

注者が

担しな

ない。

される

ところ

する業

対する

行状況

れぞれ

委任し



４ 第

い。

５ こ

もの

なす

（管理

第１

を発

２ 管

履行

定及

除き

３ 受

使し

らな

（照査

第１

術者

更し

２ 照

（地元

第１

示が

２ 前

（土地

第１

の所

発注

（管理

第１４

の規

く不

をと

２ 受

の結

第 2項の規定

。 

この契約に定

のとする。こ

す。 

理技術者） 

 受注者は０条

発注者に通知

管理技術者は

行期間の変更

及び通知、同

き、この契約

受注者は、前

しようとする

ない。 

査技術者） 

 受注者は１条

者を定め、そ

したときも同

照査技術者は

元関係者との

 地元関係２条

があるときは

前項の場合に

地への立入り

 受注者が３条

所有者等の承

注者の指示が

理技術者等に

 発注者は４条

規定により受

不適当と認め

とるべきこと

受注者は、前

結果を請求を

定に基づく調

定める書面の

の場合におい

は、業務の技

知しなければ

は、この契約の

更、業務委託

同条第 3項の請

約に基づく受

前項の規定にか

るものがある

は、募集要項

その氏名その他

同様とする。

は、前条第 1

の交渉等） 

係者との交渉

は、受注者は

において、発注

り） 

が、調査のた

承諾が必要な

があるときは

に対する措置

は、管理技術

受注者から業

められるとき

とを請求する

前項の規定に

を受けた日か

査職員の指示

提出は、募集

いては、調査

技術上の管理

ならない。管

の履行に関し

料の請求及び

請求、同条第

注者の一切の

かかわらず、

ときは、あら

項等に定める

他必要な事項

項に規定する

渉等は、発注

これに協力し

注者は、当該交

ために、第三

ときは、発注

、受注者はこ

置請求） 

術者若しくは

務を委任され

は、受注者に

ことができる

よる請求があ

ら 10 日以内
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示又は承諾は

集要項等に定

査職員に到達

理を行う管理技

管理技術者を

し、業務の管理

び受領、第 1

第 4項の通知の

の権限を行使

自己の有する

らかじめ、当該

場合には、成

項を発注者に

る管理技術者

注者が行うもの

しなければな

交渉等に関し

三者が所有する

注者がその承

これに協力し

照査技術者又

れ、若しくは請

に対して、そ

る。 

あったときは

内に発注者に通

は、原則として

定めるものを除

した日をもっ

技術者を定め

を変更したと

理及び統轄を行

4条第 1項の

の受理並びに

使することがで

る権限のうち

該権限の内容

成果物の内容

通知しなけれ

者を兼ねるこ

のとする。こ

ならない。 

して生じた費用

る土地に立ち

承諾を得るも

しなければな

又は受注者の

請け負った者

の理由を明示

は、当該請求に

通知しなけれ

て、書面で行

除き、調査職

って発注者に

め、その氏名

きも、同様と

行うほか、業

の請求の受理

にこの契約の解

できる。 

ち管理技術者

容を発注者に

容の技術上の

ればならない

とができない

この場合にお

用を負担しな

ち入る場合に

のとする。こ

らない。 

の使用人若し

者がその業務

示した書面に

に係る事項に

ればならない

行わなければな

職員を経由して

到達したもの

その他必要な

とする。 

業務委託料の変

理、同条第 2項

解除に係る権

者に委任せず自

通知しなけれ

照査を行う照

い。照査技術者

い。 

いて、発注者

なければなら

おいて、当該

この場合にお

くは第 7 条第

務の実施につき

により、必要な

について決定

。 

ならな

て行う

のとみ

な事項

変更、

項の決

権限を

自ら行

ればな

照査技

者を変

者の指

ない。 

該土地

おいて、

第 3 項

き著し

な措置

し、そ



３ 受

して

４ 発

の結

（履行

第１

なけ

（貸与

第１

等

は、

２ 受

又は

３ 受

４ 受

用と

５ 受

った

に代

（募集

第１

議の

該請

の他

履行

しな

（条件

第１

の旨

(1)

(2)

２ 発

たと

いに

３ 発

受注者は、調

て、その理由

発注者は、前

結果を請求を

行報告） 

 受注者は５条

ければならな

与品等） 

 発注者が６条

（以下「貸与

、募集要項等

受注者は、貸

は借用書を提

受注者は、貸

受注者は、募

となった貸与

受注者は、故

たときは、発

代えて損害を

集要項等と業

 受注者は７条

の内容に適合

請求に従わな

他発注者の責

行期間若しく

なければなら

件変更等） 

 受注者は８条

旨を直ちに発

) 募集要項等

) 募集要項等

生じたこと

発注者は、前項

ときは、受注

に応じない場

発注者は、受

調査職員がその

由を明示した

前項の規定に

を受けた日か

は募集要項等

ない。 

が受注者に貸

与品等」とい

等に定めると

貸与品等の引渡

提出しなけれ

貸与品等を善

募集要項等に定

与品等を発注

故意又は過失に

発注者の指定

を賠償しなけ

業務内容が一

は、業務の内

合しない場合

なければなら

責めに帰すべ

くは業務委託

らない。 

は、業務を行

発注者に通知

等に示された

等に明示され

と。 

項の規定によ

注者の立会い

場合には、受

受注者の意見を

の職務の執行

書面により、

よる請求があ

ら 10 日以内

等に定めると

貸与し、又は

う。）の品名

ころによる。

渡しを受けた

ばならない。

良な管理者の

定めるところ

者に返還しな

により貸与品

した期間内に

ればならない

致しない場合

内容が募集要

において、調

ない。この場

き事由による

料を変更し、

行うにあたり

し、その確認

た自然的又は人

れていない履行

よる確認を請

の上、直ちに

注者の立会い

を聴いて、調
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行につき著し

必要な措置

あったときは

内に受注者に通

ころにより、

は支給する調査

名、数量、品質

 

たときは、引

 

の注意をもっ

ろにより、業務

なければなら

品等が滅失若

に代品を納め

い。 

合の修補義務

要項等又は発注

調査職員がそ

場合において

るときは、発

又は受注者に

、次のいずれ

認を請求しな

人為的な履行

行条件につい

請求されたとき

に調査を行わ

いを得ずに行

調査の結果（こ

く不適当と認

置をとるべき

は、当該請求に

通知しなけれ

、この契約の

査機械器具、

質、規格又は

渡しの日から

って管理しな

務の完了、募

らない。 

若しくはき損し

め、若しくは原

務等） 

注者の指示若

の修補及びそ

、当該不適合

発注者は、必要

に損害を及ぼ

れかに該当す

なければなら

行条件が実際

いて予期する

き又は自ら同

なければなら

行うことがで

これに対して

認められると

ことを請求す

に係る事項に

ればならない

の履行につい

図面その他

は性能、引渡

ら 7日以内に

ければならな

募集要項等の

し、又はその

原状に復して

若しくは発注者

その履行を請

合が発注者の

要があると認

ぼしたときは

する事実を発

ない。 

際と相違するこ

ることのでき

同項各号に掲

らない。ただ

きる。 

てとるべき措

ときは、発注者

することがで

について決定

。 

て発注者に報

業務に必要な

渡場所及び引渡

に、発注者に受

ない。 

変更等によっ

返還が不可能

て返還し、又は

注者と受注者と

請求したとき

指示によると

認められると

は必要な費用を

見したときは

こと 

ない特別な状

掲げる事実を発

だし、受注者が

措置を指示する

者に対

できる。 

し、そ

報告し

な物品

渡時期

受領書

って不

能とな

は返還

との協

は、当

ときそ

きは、

を負担

は、そ

状態が

発見し

が立会

る必要



があ

者に

きは

４ 前

認め

５ 前

ある

たと

（募集

第１

は業

更内

発注

者に

（業務

第２

きな

然的

ない

認め

部を

２ 発

通知

３ 発

とき

止に

負担

（業務

第２

改良

項等

２ 発

募集

３ 発

認め

 

あるときは、

に通知しなけ

は、あらかじ

前項の調査の

められるとき

前項の規定に

ると認められ

ときは、必要

集要項等及び

 発注者は９条

業務に関する

内容を受注者

注者は、必要

に損害を及ぼ

務の中止） 

 第三者の０条

ないため又は

的又は人為的

いものにより

められるとき

を一時中止さ

発注者は、前

知して、業務

発注者は、前

きは、履行期

に伴う増加費

担しなければ

務に係る受注

 受注者は１条

良事項を発見

等又は指示の

発注者は、前項

集要項等又は

発注者は、前

められるとき

当該指示を含

ければならな

じめ受注者の

の結果により

きは、発注者

により、募集要

れるときは、履

要な費用を負

び指示の変更

は、前条第 4

る指示（以下

者に通知して

要があると認め

ぼしたときは

の所有する土

は暴風、豪雨

的な事象（以

り作業現場の

きは、発注者は

させなければ

前項の規定に

務の全部又は

前 2項の規定に

期間若しくは業

費用を必要と

ばならない。

注者の提案）

は、募集要項

見し、又は発案

の変更を提案

項に規定する

は指示の変更

前項の規定によ

きは、履行期

含む。）をと

い。ただし、

意見を聴いた

第 1 項各号に

は、募集要項

要項等の訂正

履行期間若し

担しなければ

） 

4 項の規定に

この条及び第

、募集要項等

められるとき

、必要な費用

土地への立入

、洪水、高潮

下「天災等」

状態が著しく

は、業務の中

ならない。

よるほか、必

一部を一時中

により業務を

業務委託料を

したとき、若

 

項等又は指示

案したときは

することがで

る受注者の提

を受注者に通

より募集要項

間又は業務委
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りまとめ、調

その期間内に

た上、当該期

に掲げる事実

項等の訂正又

正又は変更が

しくは業務委

ばならない。

によるほか、必

第 21 条におい

等又は指示を変

きは、履行期

用を負担しな

入りについて、

潮、地震、地

という。）で

く変動したた

中止内容を直

必要があると認

中止させるこ

を一時中止し

を変更し、又は

若しくは受注

示について、技

は、発注者に

できる。 

提案を受けた場

通知するもの

項等又は指示

委託料を変更

調査の終了後

に通知できな

期間を延長す

実が確認された

又は変更を行わ

が行われた場合

託料を変更し

 

必要があると

いて「募集要

変更すること

間若しくは業

なければなら

、当該土地の

すべり、落盤

であって、受

ため、受注者が

ちに受注者に

認めるときは

ことができる。

た場合におい

は受注者が業

注者に損害を及

技術的又は経

対して、当該

場合において

のとする。 

が変更された

更しなければ

14 日以内に

ないやむを得

ることができ

た場合におい

わなければな

合において、

し、又は受注者

と認めるとき

要項等又は指示

とができる。こ

業務委託料を

ない。 

の所有者の承諾

盤、火災、騒

受注者の責め

が業務を行う

に通知して、

は、業務の中

。 

いて、必要が

業務の続行に備

及ぼしたとき

経済的に優れ

該発見又は発

て、必要がある

た場合におい

ならない。 

に、その結果を

得ない理由があ

きる。 

いて、必要があ

ならない。 

発注者は、必

注者に損害を及

は、募集要項

示」という。）

この場合にお

を変更し、又は

諾を得ること

騒乱、暴動その

に帰すことが

ことができな

業務の全部又

止内容を受注

あると認めら

備え業務の一

きは、必要な費

た代替方法そ

発案に基づき募

ると認めると

いて、必要があ

を受注

あると

あると

必要が

及ぼし

項等又

）の変

おいて、

は受注

とがで

の他自

ができ

ないと

又は一

注者に

られる

一時中

費用を

その他

募集要

きは、

あると



（受注

第２

るこ

求す

２ 発

履行

き事

に損

（発注

第２

変更

２ 発

由が

こと

３ 発

は受

（履行

第２４

の

２ 前

のと

注者

請求

日を

（業務

第２

始の

２ 前

のと

通知

３ こ

合に

（臨機

第２

なら

見を

注者の請求に

 受注者は２条

ことができな

することがで

発注者は、前

行期間を延長

事由による場

損害を及ぼし

注者の請求に

 発注者は３条

更を受注者に

発注者は、こ

があるときは

とができる。

発注者は、前

受注者に損害

行期間の変更

 履行期間４条

日から 14 日以

前項の協議開

とする。ただ

者が履行期間

求を受けた日

を定め、発注

務委託料の変

 業務委託５条

の日から 14

前項の協議開

とする。ただ

知しない場合

この契約の規

に発注者が負

機の措置） 

 受注者は６条

らない。この

を聴かなけれ

による履行期

は、受注者の

ないときは、そ

できる。 

前項の規定に

長しなければ

場合において

したときは必

による履行期

は、特別の理

に請求するこ

の契約の他の

は、受注者に通

 

前 2項の場合に

害を及ぼした

更方法） 

間の変更につ

以内に協議が

開始の日につ

だし、発注者

間の変更の請

日）から 7日以

注者に通知す

変更方法等）

託料の変更に

日以内に協議

開始の日につ

だし、発注者が

合には、受注

規定により、受

負担する必要

は、災害防止

の場合において

ればならない

間の延長）

の責めに帰す

その理由を明

よる請求があ

ならない。発

は、業務委託

要な費用を負

間の短縮等）

理由により履

とができる。

の条項の規定

通常必要とさ

において、必

ときは必要な

ついては、発

が整わない場

いては、発注

が履行期間の

求を受けた日

以内に協議開

ることができ

 

については、

議が整わない

いては、発注

が業務委託料

者は、協議開

受注者が増加

な費用の額に

止等のため必

て、必要があ

。ただし、緊
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すことができな

明示した書面

あった場合に

発注者は、その

託料について

負担しなけれ

） 

履行期間を短縮

 

定により履行

れる履行期間

必要があると認

な費用を負担

発注者と受注者

場合には、発注

注者が受注者

の変更事由が

日、前条の場

開始の日を通

きる。 

発注者と受注

い場合には、発

注者が受注者

料の変更事由が

開始の日を定

加費用を必要

については、

必要があると認

あると認める

緊急やむを得

ない事由によ

により、発注

において、必要

の履行期間の

必要と認めら

ればならない。

縮する必要が

行期間を延長す

間に満たない

認められると

担しなければ

者とが協議し

注者が定め、

者の意見を聴い

が生じた日（第

場合にあっては

通知しない場合

注者とが協議

発注者が定め

者の意見を聴い

が生じた日か

定め、発注者

とした場合又

発注者と受注

認めるときは

ときは、受注

得ない事情が

より履行期間

注者に履行期

要があると認

の延長が発注者

られる変更を

。 

があるときは

すべき場合に

い履行期間へ

ときは業務委

ならない。 

して定める。

受注者に通

いて定め、受

第 22 条の場

は、受注者が

合には、受注

議して定める。

め、受注者に

いて定め、受

から 7 日以内

に通知するこ

又は受注者に

注者とが協議

は、臨機の措

注者は、あら

あるときは、

内に業務を完

間の延長変更

認められると

注者の責めに帰

を行い、又は受

、履行期間の

において、特別

への変更を請求

委託料を変更

ただし、協議

知する。 

受注者に通知す

場合にあっては

履行期間の変

注者は、協議開

。ただし、協

通知する。 

受注者に通知す

に協議開始の

ことができる

損害を及ぼし

議して定める

措置をとらなけ

かじめ発注者

この限りで

完了す

更を請

きは、

帰すべ

受注者

の短縮

別の理

求する

し、又

議開始

するも

は、発

変更の

開始の

協議開

するも

の日を

。 

した場

。 

ければ

者の意

でない。 



２ 前

なら

３ 発

臨機

４ 受

費用

につ

５ 臨

以内

者へ

（一般

第２

第

者が

によ

いて

（第三

第２

当該

る。

２ 前

た保

者の

し、

由が

３ 業

者に

除く

その

意義

４ 前

及び

（不可

第２

を超

この

前項の場合に

らない。 

発注者は、災

機の措置をと

受注者が第 1

用のうち、受注

ついては、発

臨機の措置を

内に現場に駆

へ報告し、対

般的損害） 

 成果物の７条

1項、第 2項

がその費用を

よりてん補さ

ては、発注者

三者に及ぼし

 業務を行８条

該第三者に対

。 

前項の規定に

保険によりて

の責めに帰す

、受注者が、

があることを

業務を行うに

に及ぼした損

く。）について

の賠償額を負

義務を怠った

前 3項の場合

び受注者は協

可抗力による

 成果物の９条

超えるものに

の条において

においては、受

災害防止その他

とることを請

1項又は前項

注者が業務委

発注者がこれ

を必要とする

駆けつけなけ

対応を協議す

の引渡し前に

項若しくは第

を負担する。た

された部分を

者が負担する

した損害） 

行うにつき第

対して損害の

にかかわらず

てん補された

すべき事由に

発注者の指示

を知りながら

につき通常避

損害（募集要項

て、当該第三

負担しなけれ

たことにより

合その他業務

協力してその

る損害） 

の引渡し前に

に限る。）で発

て「不可抗力

受注者は、そ

他業務を行う

求することが

の規定により

委託料の範囲

を負担する。

事情が発生し

ればならない

るものとする

に、成果物に

3項又は第 2

ただし、その

除く。）のう

。 

第三者に及ぼ

賠償を行わな

、同項に規定

部分を除く。

より生じたも

示又は貸与品

これを通知し

けることがで

項等に定める

三者に対して

ばならない。

生じたものに

を行うにつき

処理解決に当

に、天災等（

発注者と受注

」という。）
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そのとった措置

う上で特に必

ができる。

り臨機の措置

囲において負担

 

した場合には

い。ただし、

る。 

に生じた損害そ

29 条第 1項に

の損害（募集要

ち発注者の責

ぼした損害（第

なければなら

定する賠償額

）のうち、発

ものについて

品等が不適当

しなかったと

できない騒音

るところによ

て損害の賠償を

ただし、業務

については、

き第三者との

当たるものと

（募集要項等で

注者のいずれの

により、試験

置の内容を発

要があると認

置をとった場合

担することが

は、受注者はそ

緊急やむを得

その他業務を

に規定する損

要項等に定め

責めに帰すべ

第 3 項に規定

らないときは、

額（募集要項等

発注者の指示

ては、発注者が

であること等

ときは、この限

音、振動、地下

り付された保

を行わなけれ

務を行うにつ

受注者が負担

の間に紛争を生

とする。 

で基準を定め

の責めにも帰

験等に供され

発注者に直ち

認めるときは

合において、

が適当でない

その発生を知

得ない事情が

を行うにつき

損害を除く。）

めるところに

べき事由によ

定する損害を

、受注者がそ

等に定めると

示、貸与品等

がその賠償額

等、発注者の

限りでない。

下水の断絶等

保険によりて

ればならない

つき受注者が

担する。 

生じた場合に

めたものにあ

帰すことがで

れる業務の出

に通知しなけ

は、受注者に対

当該措置に要

と認められる

った時から 3

があるときは、

生じた損害

については、

より付された

り生じたもの

除く。）につ

の賠償額を負

ころにより付

等の性状その他

額を負担する。

責めに帰すべ

 

等の理由により

ん補された部

ときは、発注

善良な管理者

においては、発

っては、当該

きないもの

来形部分（以

ければ

対して

要した

る部分

3時間

、発注

（次条

、受注

た保険

のにつ

ついて、

負担す

付され

他発注

。ただ

べき事

り第三

部分を

注者が

者の注

発注者

該基準

（以下

以下こ



の条

調査

通知

２ 発

が善

付さ

を確

３ 受

者に

４ 発

損害

その

当該

うち

５ 損

(1)

価

(2)

償

費

修

６ 数

よる

と、

の累

超え

（業務

第３

よ

は、

この

協議

２ 前

れば

由が

条及び第 51 条

査機械器具に

知しなければ

発注者は、前

善良な管理者

された保険に

確認し、その

受注者は、前

に請求するこ

発注者は、前

害の額（業務

の他受注者の

該損害の取片

ち業務委託料

損害の額は、

) 業務の出来

損害を受け

価額を差し引

) 仮設物又は

損害を受け

償却すること

費の額を差し

修繕費の額が

数次にわたる

る損害合計額

、「当該損害

累計」と、「業

える額から既

務委託料の変

 発注者は０条

り業務委託料

、業務委託料

の場合におい

議開始の日か

前項の協議開

ばならない。

が生じた日か

条において

に損害が生じ

ばならない。

前項の規定に

者の注意義務

によりてん補

の結果を受注

前項の規定によ

ことができる

前項の規定によ

務の出来形部分

の業務に関す

片付けに要す

料の 100 分の

次に掲げる

来形部分に関

けた出来形部

引いた額とす

は調査機械器

けた仮設物又

ととしている

し引いた額と

が上記の額よ

る不可抗力に

額の負担につ

の取片付けに

業務委託料の

既に負担した

変更に代える

は、第 8条、

料を増額すべ

の増額又は負

いて、募集要

から 14 日以内

開始の日につ

ただし、発注

から 7 日以内

「業務の出来

たときは、受

よる通知を受

務を怠ったこ

された部分を

者に通知しな

より損害の状

。 

より受注者か

分、仮設物又

る記録等によ

る費用の額の

1を超える額

損害につき、

関する損害 

分に相応する

る。 

器具に関する損

は調査機械器

償却費の額か

する。ただし

り小額である

より損害合計

いては、第 4

に要する費用

の 100 分の 1

額を差し引い

募集要項等の

第 17 条から

き場合又は費

負担額の全部

項等の変更内

内に協議が整

いては、発注

注者が同項の

に協議開始の
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来形部分」とい

受注者は、その

受けたときは

とに基づくも

を除く。以下

なければなら

状況が確認さ

から損害によ

又は作業現場に

より確認する

の合計額（第

額を負担しな

それぞれ当

る業務委託料

損害 

器具で通常妥

から損害を受

し、修繕によ

るものについ

計額が累積し

4項中「当該

用の額」とある

を超える額」

いた額」とし

の変更） 

ら第 21 条まで

費用を負担す

部又は一部に代

内容は、発注

整わない場合に

注者が受注者

の業務委託料の

の日を通知し

いう。）、仮設

の事実の発生

は、直ちに調査

もの及び募集

下この条におい

らない。 

れたときは、

る費用の負担

に搬入済みの

ることができ

第 6項におい

なければなら

当該各号に定

料の額とし、残

妥当と認められ

受けた時点に

よりその機能

いては、その修

した場合にお

該損害の額」

るのは「損害

」とあるのは

して同項を適用

で、第 23 条、

すべき場合にお

代えて募集要

注者と受注者

には、発注者

者の意見を聴い

の増額すべき

しない場合に

設物又は作業

生後直ちにそ

査を行い、同

集要項等に定

いて「損害」

損害による

担の請求があ

の調査機械器

るものに係る

て「損害合計

ない。 

めるところに

残存価値があ

れるものにつ

における成果物

を回復するこ

修繕費の額と

ける第 2 次

とあるのは

害の取片付け

は「業務委託

用する。 

第 26 条又は

おいて、特別

要項等を変更

とが協議して

者が定め、受

いて定め、受

き事由又は費

は、受注者は

業現場に搬入済

の状況を発注

同項の損害（受

めるところに

という。）の

費用の負担を

あったときは

器具であって立

る額に限る。）

計額」という

により算定す

る場合にはそ

ついて、当該業

物に相応する

ことができ、

とする。 

次以降の不可抗

「損害の額の

に要する費用

託料の 100 分の

は第 27 条の規

別の理由がある

更することがで

て定める。た

受注者に通知す

受注者に通知し

費用を負担すべ

は、協議開始の

済みの

注者に

受注者

により

の状況

を発注

、当該

立会い

及び

。）の

する。 

その評

業務で

る償却

かつ、

抗力に

の累計」

用の額

の 1を

規定に

るとき

できる。

ただし、

する。 

しなけ

べき事

の日を



定め

（検査

第３

２ 発

は、

受注

了し

３ 発

引渡

４ 発

務委

注者

５ 受

を受

前

（業務

第３

がで

２ 発

託料

３ 発

限を

定期

期間

した

（引渡

第３

よる

２ 前

れば

３ 発

を及

（前金

第３４

の前

を締

め、発注者に

査及び引渡し

 受注者は１条

発注者又は発

、通知を受け

注者の立会い

し、当該検査

発注者は、前

渡しを申し出

発注者は、受

委託料の支払

者は、当該請

受注者は、業

受けなければ

4項の規定を

務委託料の支

 受注者は２条

できる。 

発注者は、前

料を支払わな

発注者がその

を経過した日

期間」という

間の日数を超

たものとみな

渡し前におけ

 発注者は３条

る引渡し前に

前項の場合に

ばならない。

発注者は、第

及ぼしたとき

金払） 

 受注者は４条

前払金保証事

締結し、その

に通知するこ

し） 

は、業務を完

発注者が検査

た日から 10

いの上、この契

査の結果を受

前項の検査によ

出たときは、直

受注者が前項の

払いの完了と

請求に直ちに

業務が第 2項の

ばならない。こ

を準用する。

支払い） 

は、前条第 2

前項の規定に

なければなら

の責めに帰す

日から検査を

う。）の日数か

超えるときは

なす。 

ける成果物の

は、第 31 条第

においても、成

においては、発

 

1 項の規定に

きは、必要な

は、保証事業

事業に関する

の保証証書を

とができる。

完了したとき

を行う者とし

日以内又は契

契約に定める

注者に通知し

よって業務の

直ちに当該成

の申出を行わ

同時に行うこ

応じなければ

の検査に合格

この場合にお

2 項の検査に

よる請求があ

ない。 

べき事由によ

した日までの

から差し引く

、約定期間は

使用） 

第 3 項若しく

成果物の全部

発注者は、そ

により成果物

費用を負担し

業会社と、契

法律第 2条第

発注者に寄託
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は、その旨を

して定めた職

契約の属する

るところによ

しなければな

の完了を確認

成果物及び業務

わないときは

ことを請求す

ばならない。

格しないとき

おいては、修補

に合格したとき

あったときは

より前条第 2

の期間の日数

ものとする。

は、遅延日数が

くは第 4 項又

部又は一部を受

その使用部分を

物の全部又は一

しなければな

契約書記載の業

第 5項に規定

託して、業務

を発注者に通

職員は、前項の

る年度の 3月

り、業務の完

ならない。 

した後、受注

務報告書の引

、当該成果物

することがで

 

は、直ちに修

補及び履行の

きは、業務委

は、請求を受

項の期間内

数は、前項の期

。この場合に

が約定期間の

又は第 37 条第

受注者の承諾

を善良な管理

一部を使用し

ならない。 

業務完了の時

定する保証契約

務委託料の 10

通知しなければ

の規定による

31 日のいず

完了を確認す

注者が成果物

引渡しを受け

物及び業務報

きる。この場

修補及び履行

の完了を業務

委託料の支払

けた日から 3

に検査をしな

期間（以下こ

において、そ

の日数を超え

第 1 項若しく

諾を得て使用

理者の注意を

したことによ

時期を保証期

約（以下「保証

0 分の 3 以内

ばならない。

通知を受けた

ずれか早い日ま

するための検査

物及び業務報告

なければなら

報告書の引渡し

場合において

行して発注者の

務の完了とみな

いを請求する

30 日以内に業

ないときは、そ

この項において

の遅延日数が

た日において

は第 2 項の規

することがで

もって使用し

って受注者に

限とする公共

証契約」とい

内（1 万円未満

 

たとき

までに

査を完

告書の

らない。 

しを業

は、受

の検査

なして

ること

業務委

その期

て「約

が約定

て満了

規定に

できる。 

しなけ

に損害

共工事

いう。）

満の端



数は

の契

ない

２ 発

を支

の業

３ 受

い。

４ 受

務委

を返

とす

５ 前

該超

と認

て定

注者

６ 前

され

過額

適用

７ 発

同項

セン

（保証

第３

後の

２ 受

その

（前払

第３

され

費以

（部分

第３

べき

は切捨てるも

契約に係る業

い場合又は募

発注者は、前

支払わなけれ

業務着手の時

受注者は、業

。 

受注者は、業

委託料の 10 分

返還しなけれ

するときは、

前項の超過額

超過額の全額

認められると

定める。ただ

者が定め、受

前項の規定に

れた日」とあ

額」及び「当

用する。 

発注者は、受注

項の期間を経

ントの割合で

証契約の変更

 受注者は５条

の保証証書を

受注者は、前払

の旨を保証事

払金の使用等

 受注者は６条

れる割合に相

以外の支払い

分引渡し） 

 成果物に７条

きことを指定

ものとする。）

業務が大館市

募集要項等に

前項の規定に

ればならない

時期の前日か

業務委託料が増

業務委託料が著

分の 5 を超え

ればならない

発注者は、

額を受注者が

額を返還させ

ときは、受注者

だし、業務委

受注者に通知

により返還す

あるのは「発

当該超過額」と

注者が第 4項

経過した日か

で計算した額

更） 

は、業務委託

を直ちに発注

払金額の変更

事業会社に直

等） 

は、前払金を

相当する額に

いに充当して

について、発

定した部分（

の前払金の

財務規則第1

前金払を支払

よる請求があ

。ただし、こ

ら 16 日以前

増額された場

著しく減額さ

えるときは、業

。ただし、こ

その支払額の

返還する場合

せることが受注

者が発注者に

託料が減額さ

する。 

べき額が定め

注者と受注者

とあるのは「

項の期間内に

ら返還をする

の遅延利息の

託料が減額さ

者に寄託しな

更を伴わない

ちに通知する

をこの業務の

限る。）、動力

はならない。

発注者が募集

以下「指定部
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の支払いを発注

153条第2項の

払わない旨が

あったときは

この契約が早期

前に支払わない

場合において

された場合に

業務委託料が

この項の期間

の中から当該

合において、

注者の前払金

に返還すべき

された日から

められた場合

者とが協議し

「発注者と受注

に超過額を返還

る日までの期

の支払いを請

れた場合にお

なければなら

い履行期間の変

るものとする

材料費、労務

力費、支払運賃

 

集要項等におい

部分」という

注者に請求す

の前金払を行

が定められてい

は、請求を受

期契約である

いものとする

も、前払金の

おいて、受領

が減額された

間内に第 37 条

該超過額を控除

当該超過額が

金の使用状況

額については

ら 14 日以内に

合においては、

して返還すべ

注者とが協議

還しなかった

期間について、

請求することが

おいて、保証

らない。 

変更が行われ

る。 

務費、機械購

賃及び保証料

いて業務の完

う。）がある場

することがで

行うことがで

いる場合は、

けた日から 1

る場合におい

る。 

の増額を請求

領済みの前払

日から 30 日

条の規定によ

除することが

が相当の額に

況からみて著

は、発注者と

に協議が整わ

、第 4 項中「

き額を定めた

議して定めた

たときは、その

、その日数に

ができる。 

証契約を変更

れた場合には

購入費（この

料に相当する

完了に先立っ

場合において

きる。ただし

できる業務に該

この限りで

14 日以内に前

いては、契約書

求することはで

金額が減額後

以内にその超

る支払いをし

ができる。 

に達し、受注者

しく不適当で

受注者とが協

ない場合には

業務委託料が

た日」と、「そ

た額」と読み替

の未返還額に

に応じ、年 2.7

したときは、

、発注者に代

業務において

額として必要

て引渡しを受

、当該指定部

し、こ

該当し

でない。 

前払金

書記載

できな

後の業

超過額

しよう

者に当

である

協議し

は、発

が減額

その超

替えて

につき、

7パー

変更

代わり、

て償却

要な経

受ける

部分の



業務

「成

とあ

２ 前

注者

いて

部分

係る

３ 前

部分

1号

発注

第

受注

(1)

(2)

（債務

第３

務委

計年

２ 発

変更

（詳細

第３

為等

よ

年度

前払

２ 発

金払

３ 第

れて

い。

４ 第

等に

務が完了した

成果物」とあ

あるのは、「部

前項に規定す

者は、当該部

て、第 31 条中

分に係る成果

る業務委託料

前 2項の規定

分引渡しに係

号中「指定部分

注者と受注者

2項の検査の

注者に通知す

) 第 1 項に規

金の額 

) 第 2 項に規

金の額 

務負担行為等

 この契約８条

委託料の支払

年度の出来高

発注者は、予

更することが

細設計業務委

 この契約９条

等に係る契約

り前払金を請

度」という。）

払金の支払い

発注者は、予

払の特則を変

第 1項の場合

ているときに

。 

第 1項の場合

に定められて

たときについ

あるのは、「指定

部分引渡しに

する場合のほ

部分について、

中「業務」と

果物」と、同

料」と読み替

定により準用

係る業務委託

分に相応する

者とが協議し

の結果の通知

する。 

規定する部分

規定する部分

等に係る契約

約が債務負担

払の限度額（

高予定額は、

予算上の都合そ

ができる。 

委託の債務負

約が債務負担

約の前金払の

請求すること

）以外の会計

いを請求する

予算上の都合そ

変更すること

合において、契

には、受注者は

合において、契

ているときに

ては、第 31

定部分に係る

に係る業務委

か、成果物の

、受注者の承

とあるのは「引

条第 4項及び

えて、これら

される第 32

料は、次の各

る業務委託料

て定める。た

をしてから 1

分引渡しに係

分引渡しに係

の特則） 

担行為等に係

以下「支払限

別に定めると

その他の必要

担行為等に係

担行為等に係

特則を別に定

ができる。た

計年度におい

ことはできな

その他の必要

ができる。

契約会計年度

は、契約会計

契約会計年度

は、受注者は
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1 条中「業務

る成果物」と、

委託料」と読み

の一部分が完

承諾を得て引

引渡部分に係

び第 32 条中

らの規定を準

条第 1項の規

各号に掲げる

料」及び第 2号

ただし、発注

14 日以内に協

係る業務委託料

係る業務委託料

係る契約である

限度額」とい

とおりとする

要があるとき

係る前金払の

係る契約である

定めるものと

ただし、この

いては、受注者

ない。 

要があるとき

度について前払

計年度について

度に翌会計年度

は、契約会計年

務」とあるの

、同条第 4項

み替えて、こ

完了し、かつ、

渡しを受ける

係る業務」と

「業務委託料

準用する。 

規定により受

式により算定

号中「引渡部分

注者が前 2項

協議が整わな

料＝指定部分

料＝引渡部分

る場合におい

いう。）及び当

る。 

は、前項の支

の特則） 

る場合におい

とし、受注者は

契約を締結し

者は、予算の

は、前項の債

払金を支払わ

て前払金の支

度分の前払金

年度に翌会計

は「指定部分

項及び第 32 条

これらの規定

可分なもの

ることができ

、「成果物」

料」とあるの

受注者が請求

定する。この

分に相応する

の規定により

ない場合には

分に相応する

分に相応する

いては、各会

当該支払限度

支払限度額及

いては、発注者

は、当該特則

した会計年度

の執行が可能

債務負担行為

わない旨が募集

支払いを請求

金を含めて支

計年度に支払

分に係る業務

条中「業務委託

定を準用する。

のであるときは

きる。この場合

とあるのは

は「部分引渡

求することがで

の場合において

る業務委託料

り準用する第

は、発注者が定

業務委託料－

業務委託料－

計年度におけ

度額に対応する

及び出来高予定

注者は、債務負

則の定めるとこ

度（以下「契約

能となる時期以

為等に係る契約

募集要項等に定

求することがで

支払う旨が募集

うべき前払金

務」と、

託料」

 

は、発

合にお

「引渡

渡しに

できる

て、第

」は、

第 31 条

定め、

－前払

－前払

ける業

る各会

定額を

負担行

ころに

約会計

以前に

約の前

定めら

できな

集要項

金相当



分

を含

５ 第

予定

達す

（詳細

第４

為等

める

(1)

(2)

(3)

(4)

（施工

第４

（以

に特

部分

てい

２ 受

係る

払を

３ 発

きる

４ 受

完了

５ 発

募集

注者

（当該前払金

含めて前払金

第 1項の場合

定額に達しな

するまで当該

細設計業務委

 この契約０条

等に係る契約

るところによ

) 受注者が各

部分払（以

る部分払

) 受注者は、

の会計年度

いう。）が

において、受

度とする。

) 年度末部分

相応する業

) 契約会計年

部分払の支

工監理業務委

 債務負担１条

以下「支払限

特則として定

分払を請求す

いるときは、

受注者は、債

る契約の支払

を 1回請求す

発注者は、予

る。 

受注者は、部

了済であるこ

発注者は、前項

集要項等に定

者に通知しな

金相当分に支

金の支払いを

合において、前

ないときには

該会計年度の

委託の債務負

約が債務負担

約の部分払の

より部分払を

各会計年度中

以下「年度中

（以下「年度

当該会計年度

度に係るもの

10分の 7以上

受注者が年度

 

分払は、当該

業務委託料相

年度以外の会

支払いを請求

委託の債務負

担行為等に係

限度額」とい

定めるものと

することがで

この限りで

債務負担行為に

払いの特則に

することがで

予算上の都合そ

部分払を請求

ことの確認を

項の場合にお

定めるところ

なければなら

払限度額が定

請求すること

前会計年度末

、受注者は、

前払金の支払

担行為等に係

担行為等に係

特則を別に定

請求すること

中に請求する

中部分払」とい

度末部分払」

度における出

を除く。）の

上となったと

度中部分払を

会計年度にお

当額以上とな

計年度におい

することはで

担行為等に係

係る契約にお

う。）及び支

し、受注者は

きる。ただし

ない。 

に係る 終の

おいて定めら

きる。 

その他の必要

しようとする

発注者に請求

おいて、当該請

により、前項

ない。この場
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定められてい

とができる。

末における業務

業務委託料相

払いを請求す

係る部分払の

係る契約である

定めるものと

とができる。

ことができる

いう。）及び

という。）と

出来高予定額

の割合（以下、

ときに年度中

を請求するこ

おける既済部

なった時に 1

いては、受注

できない。

係る部分払の

おいて、各会計

支払限度額に対

は当該特則及び

し、募集要項等

の会計年度を

られた当該会

要があるとき

るときは、あ

求しなければ

請求を受けた

項の確認をす

場合、検査に

いる場合には、

 

務委託料相当

相当額が前会

することがで

の特則） 

る場合におい

とし、受注者は

 

る部分払は、

終の会計年

する。 

額に対する当該

、本条におい

部分払を請求

とができる回

部分（他の会計

回請求する

注者は、予算の

の特則） 

計年度におけ

対応する各会

び第 2 項から

等において部

除く会計年度

会計年度に係

は、前項の支

らかじめ、当

ばならない。

た日から 14 日

るための検査

に直接要する費

、その限度額

当額が前会計

会計年度まで

きない。 

いては、発注者

は、当該特則

当該各会計年

年度を除く各

該会計年度に

いて「年度中既

求することが

回数は当該会

計年度に係る

ことができる

の執行が可能

ける業務委託料

会計年度の出

ら第 7 項に定

部分払を行わ

度末において

る支払限度額

支払限度額を

当該年度内に

日以内に受注者

査を行い、当

費用は、受注

額の範囲内の

計年度までの出

での出来高予定

注者は、債務負

則及び次の各号

年度途中にお

各会計年度末に

における既済部

既済部分割合

ができる。この

会計年度中 1回

るものを除く

る。 

能となる時期以

料の支払の限

来高予定額は

定めるところに

ない旨が定め

て、債務負担行

額の範囲内で

変更すること

完了すべき業

注者の立会いの

該確認の結果

注者の負担と

の金額）

出来高

定額に

負担行

号に定

おける

におけ

部（他

合」と

の場合

回を限

。）に

以前に

限度額

は、別

により

められ

行為に

で、部分

とがで

業務が

の上、

果を受

する。 



６ 受

合に

らな

７ 部

と受

が整

  部

８ 発

変更

（第三

第４

理人

２ 発

る支

第三

定に

（前払

第４

れる

かか

合に

けれ

２ 発

られ

くは

（瑕疵

第４４

の修

２ 前

おい

行わ

は、

３ 発

ず、

はで

４ 第

受注者は、前

においては、

ない。 

部分払金の額

受注者とが協

整わない場合

部分払金の額

発注者は、予

更することが

三者による代

 受注者は２条

人とすること

発注者は、前

支払請求書に

三者に対して

に基づく支払

払金等の不払

 受注者は３条

る第 32 条の規

かわらず支払

においては、

ればならない

発注者は、前

れるときは履

は受注者に損

疵担保） 

 発注者は４条

修補を請求し

前項の規定に

いてこれらの

わなければな

、当該請求を

発注者は、成

、その旨を直

できない。た

第 1項の規定

前項の規定に

発注者は、

額は、次の式

協議して定め

合には、発注

額≦業務委託

予算上の都合そ

ができる。 

代理受領） 

は、発注者の

とができる。

前項の規定によ

に当該第三者

て第 32 条（第

払いをしなけ

払に対する業

は、発注者が

規定に基づく

払いをしない

受注者は、そ

い。 

前項の規定によ

履行期間若し

損害を及ぼし

は、成果物に

し、又は修補

による瑕疵の

の規定を準用

ならない。ただ

を行うことの

成果物の引渡し

直ちに受注者に

ただし、受注

定は、成果物の

よる確認があ

当該請求を受

により算定す

る。ただし、

者が定め、受

料相当額×9

その他の必要

の承諾を得て

より受注者が

が受注者の代

第 37 条におい

ればならない

務中止） 

が第 34 条、第

く支払いを遅

ときは、業務

その理由を明

より受注者が

くは業務委託

たときは必要

に瑕疵がある

に代え若しく

修補又は損害

する場合も含

だし、その瑕

できる期間は

しの際に瑕疵

に通知しなけ

者がその瑕疵

の瑕疵が募集
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あったときは

受けた日から

する。この場

発注者が第

受注者に通知

9／10 

要があるとき

業務委託料の

が第三者を代

代理人である

いて準用する

い。 

第 37 条、又は

遅延し、相当の

務の全部又は

明示した書面

が業務を一時

託料を変更し

要な費用を負

ときは、受注

くは修補とと

害賠償の請求

含む。）の規定

瑕疵が受注者の

は 10 年とする

疵があること

ければ、当該瑕

疵があること

集要項等の記

は、部分払を請

ら 30 日以内に

場合において、

第 5項の通知

知する。 

は、前項の支

の全部又は一

理人とした場

る旨の委任状が

る場合を含む。

は第 39 条か

の期間を定め

一部を一時中

により、直ち

時中止した場合

し、又は受注者

負担しなけれ

注者に対して

ともに損害の賠

求は、第 31 条

定による引渡

の故意又は重

る。 

を知ったとき

瑕疵の修補又

とを知っていた

載内容、発注

請求すること

に部分払金を

業務委託料

をした日から

支払限度額及

一部の受領に

場合において

が添付されて

。）、第 38 条

ら第 41 条ま

めてその支払

中止すること

ちにその旨を

合において、

者が増加費用

ばならない。

て相当の期間

賠償を請求す

条第 3 項又は第

渡しを受けた

重大な過失に

きは、第 1項

又は損害賠償

たときは、こ

注者の指示又

ができる。こ

支払わなけれ

料相当額は、発

ら 10 日以内に

及び出来高予定

つき、第三者

て、受注者の提

ているときは

条から前条まで

でにおいて準

いを請求した

とができる。こ

発注者に通知

必要があると

用を必要とし

 

を定めてその

することがで

第 4項（第 37

日から 3 年以

より生じた場

項の規定にかか

償の請求をする

この限りでな

又は貸与品等の

この場

ればな

発注者

に協議

定額を

者を代

提出す

は、当該

での規

準用さ

たにも

この場

知しな

と認め

、若し

の瑕疵

できる。 

7 条に

以内に

場合に

かわら

ること

ない。 

の性状



によ

等が

（履行

第４

にお

契約

対し

とが

たと

２ 前

検査

３ 第

渡し

合で

４ 発

て準

は、

支払

５ 第

事監

ただ

間は

６ 発

きは

又は

たと

７ 第

性状

与品

（発注

第４

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

より生じたも

が不適当であ

行遅滞の場合

 受注者の５条

おいては、発

約に違反した

して、相当の

ができる。た

ときはこの限

前項において

査に合格した

第１項の損害

し及び部分払

で計算した額

発注者の責め

準用する場合

、未受領金額

払いを発注者

第 1項の規定

監理業務が完

だし、その違

は、工事監理

発注者は、工

は、第 1項の

は損害賠償の

ときは、この

第 1項の規定

状により生じ

品等が不適当

注者の解除権

 発注者は６条

) 正当な理由

) 基本協定書

) その責めに

とき。 

) 管理技術者

) 前 4 号に掲

ものであると

あることを知

合における損

の責めに帰す

発注者は、損害

た場合、その効

の期間を定めて

ただし、損害賠

限りではない

て受注者が負

たことをもっ

害金の額は、

払に係る業務

額とする。 

めに帰すべき

合を含む。）の

額につき、遅延

者に請求する

定による履行

完了した日か

違反が、受注者

理業務完了の

工事監理業務完

の規定にかかわ

の請求をする

の限りでない

定は、受注者の

じたものであ

当であること

権） 

は、受注者が

由なく、業務

書第 7 条第 2

に帰すべき事

者を配置しな

掲げる場合の

きは適用しな

りながらこれ

害金等） 

すべき事由に

害金の支払い

効果がこの契

て履行を請求

賠償について

。 

うべき責任は

て免れるもの

業務委託料か

委託料を控除

事由により、

の規定による

延日数に応じ

ことができる

又は損害賠償

ら本件工事目

者の故意又は

日から 10 年

完了の際に、

わらず、その

ことはできな

。 

の契約違反が

るときは適用

を知りながら

が次のいずれ

務に着手すべき

項に従って請

事由により、履

なかったとき。

のほか、この
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ない。ただし

れを通知しな

により履行期間

いを受注者に

契約に定めら

求し、又は履行

ては、受注者が

は、第 31 条第

のではない。

から第 37 条、

除した額につ

第 32 条第 2

業務委託料の

じ、年 2.7 パー

る。 

償の請求は、

目的物の工事

は重大な過失

年とする。 

この契約に関

の旨を直ちに受

ない。ただし

が募集要項等

用しない。た

らこれを通知

れかに該当する

き期日を過ぎ

請負契約が締

履行期間内に

。 

の契約に違反

し、受注者がそ

なかったとき

間内に業務を

請求すること

れているもの

行の請求とと

がその責めに

第 2項、第 4

 

、第 40 条及び

つき、遅延日数

2項（第 37 条

の支払いが遅

ーセントの割

第 31 条第 3

事完成後 2 年以

により生じた

関して受注者

受注者に通知

、受注者がそ

の記載内容、

ただし、受注者

知しなかった

るときは、契

ぎても業務に

締結されない

に業務が完了

し、その違反

その記載内容

は、この限り

を完了するこ

とができる。

ののほか、発

ともに損害の

に帰すべから

40 条及び第 4

び第 41 条の

数に応じ、年

条、第 40 条及

遅れた場合に

割合で計算し

3項又は第 4

以内に行わな

た場合は、当

者の違反があ

知しなければ

その違反があ

発注者の指

者がその記載

ときはこの限

契約を解除す

着手しないと

とき 

了しないと明

反により契約

容、指示又は貸

りでない。 

とができない

また受注者が

発注者は、受注

賠償を請求す

ざることを立

41 条の規定に

規定による部

年 5パーセン

及び第 41 条に

おいては、受

た額の遅延利

項の規定によ

なければなら

該請求をでき

ることを知っ

ば、当該履行の

ることを知っ

指示又は貸与品

載内容、指示又

限りでない。

ることができ

とき。 

らかに認めら

約の目的を達成

貸与品

い場合

がこの

注者に

するこ

立証し

による

部分引

トの割

におい

受注者

利息の

より工

らない。

きる期

ったと

の請求

ってい

品等の

又は貸

 

きる。 

られる

成する
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ことができないと認められるとき。 

(6) 第 48 条第 1項の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。 

(7) 受注者（受注者が設計企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号に

おいて同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

ア 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員

又はその支店若しくは常時建設コンサルタント業務等の契約を締結する事務所の代表者

をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成 3年法律第 77 号。以下「暴力団対策法」という。）第 2条第 6号に規定する暴力団

員（以下この号及び第 49 条において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

イ 暴力団（暴力団対策法第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。以下この号及び第 46 条

において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える

目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接

的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められると

き。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

るとき。 

カ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がアからオまでのいずれかに該当するこ

とを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

キ 受注者が、アからオまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方と

していた場合（カに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除

を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第４６条の２ 次の各号のいずれかに該当する場合においては、受注者は、業務委託料（業務

委託料の変更があった場合には、変更後の業務委託料）の 10 分の 1に相当する額を違約金と

して発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

(1) 前条の規定によりこの契約が解除された場合。ただし、第 46 条 2号の場合は除く。 

(2) 受注者がその債務の履行を拒否し、又は、受注者の責めに帰すべき事由によって受注者

の債務について履行不能となった場合 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第 2号に該当する場合とみなす。 

(1) 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成 16 年法律第 75

号）の規定により選任された破産管財人 

(2) 受注者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成 14 年法律

第 154 号）の規定により選任された管財人 

(3) 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成 11 年法律

第 225 号）の規定により選任された再生債務者等 



３ 第

4条

者は

（その

第４

この

２ 発

の損

（受注

第４

(1)

(2)

(3)

２ 受

賠償

（通報

第４

場合

けれ

２ 発

に契

（解除

第５

する

つい

２ 発

務を

除く

既履

おい

委託

３ 前

第 1項の場合

条の規定によ

は、当該契約

の他発注者の

 発注者は７条

の契約を解除

発注者は、前

損害を賠償し

注者の解除権

 受注者は８条

) 第19条の

き。 

) 第 20 条の

月を超える

一部を除い

ないとき。

) 発注者が契

受注者は、前

償を発注者に

報報告） 

 受注者は９条

合には、断固

ればならない

発注者は、受

契約を解除す

除の効果） 

 契約が解０条

る。ただし、

いては、この

発注者は、前

を完了した部

くものとし、

履行部分を検

いて、発注者

託料」という

前項に規定す

合（前条第 7号

り契約保証金

約保証金又は

の解除権） 

は、業務が完

除することが

前項の規定によ

しなければな

権） 

は、次の各号

規定により募

の規定による業

るときは、6月

いた他の部分

 

契約に違反し

前項の規定に

に請求するこ

は、暴力団及

固としてこれを

い 

受注者が正当な

することがで

解除された場

第 37 条、第

の限りでない

前項の規定にか

部分（第 37 条

以下「既履

検査の上、当該

者は、当該引渡

う。）を受注者

する既履行部

号の規定によ

金の納付又は

担保をもって

完了するまで

できる。 

より契約を解

らない。 

のいずれかに

募集要項等を

業務の中止期

月）を超えた

分の業務が完了

し、その違反に

より契約を解

とができる。

及び暴力団員

を拒否し、直

な理由無くし

きる。 

場合には、第

第 40 条及び第

。 

かかわらず、

条の規定によ

行部分」とい

該検査に合格

渡しを受けた

者に支払わな

分委託料は、
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より、この契

はこれに代わ

て第１項の違

での間は、前条

解除したこと

に該当すると

を変更したた

期間が履行期

たとき。ただ

了した後 3 月

によって契約

解除した場合

 

員による不当な

直ちに警察へ

して前項に違

第 1 条第 2 項に

第 41 条に規定

この契約が解

より部分引渡

いう。）の引渡

格した部分の

た既履行部分

なければならな

発注者と受

約が解除され

る担保の提供

違約金に充当す

条の規定によ

により受注者

ときは、この契

め業務委託料

間の 10 分の

し、中止が業

月を経過して

約の履行が不

合において、損

な要求又は業

の通報を行う

違反している事

に規定する発

定する部分引

解除された場

しを受けてい

渡しを受ける

引渡しを受け

分に相応する業

ない。 

受注者とが協議

れた場合を除

供が行われて

することがで

よるほか、必

者に損害を及

契約を解除す

料が3分の 1

の 5（履行期間

業務の一部の

ても、なおそ

可能となった

損害があると

業務妨害等の不

うとともに、

事実を確認し

発注者及び受

引渡し及び部

場合において

いる場合には

る必要がある

けることがで

業務委託料（

議して定める

除く）において

ているときは、

できる。 

要があるとき

及ぼしたとき

することができ

以下に減少し

間の 10 分の

のみの場合は、

の中止が解除

たとき。 

きは、その損

不当介入を受

発注者に報告

した場合、催告

受注者の義務は

部分払に係る部

て、受注者が既

は、当該引渡部

と認めたとき

できる。この場

（以下「既履行

る。ただし、協

て、第

、発注

きは、

は、そ

きる。 

したと

5 が 6

、その

除され

損害の

受けた

告しな

告なし

は消滅

部分に

既に業

部分を

きは、

場合に

行部分

協議開



始の

（解除

第５

きは

は、

トの

除に

２ 前

渡し

者は

のと

条、

の支

付し

注者

３ 受

注者

よ

その

４ 受

の出

格し

受注

以下

場を

５ 前

「撤

ると

(1)

し

(2)

６ 第

は作

の処

者は

の日から 14

除に伴う措置

 契約が解１条

は、受注者は

、当該前払金

の割合で計算

にあっては、

前項の規定に

しが行われる

は、当該前払金

とする。この

、第 46 条の 2

支払いの日か

した額を、第

者に返還しな

受注者は、こ

者に返還しな

り滅失又はき

の損害を賠償

受注者は、こ

出来形部分

した既履行部

注者から業務

下この条にお

を修復し、取

前項に規定す

撤去費用等」

ところにより

) 業務の出来

契約の解除

し、第 47 条第

) 調査機械器

受注者が負

第 4項の場合

作業現場の修

処分又は作業

は、発注者の

日以内に協議

置） 

解除された場

は、第 46 条、

の額に当該前

算した額の利

当該前払金

にかかわらず

る場合におい

金の額を前条

の場合におい

2第 2項又は

から返還の日

第 47 条第 1項

なければなら

この契約が解除

なければなら

き損したとき

償しなければ

の契約が解除

（第 37 条に規

部分を除く。）

務の一部を委

おいて同じ。）

取り片付けて

する撤去並び

という。）は

り発注者又は

来形部分に関

除が第 46 条、

第 1項又は第

器具、仮設物

負担する。 

合において、受

修復若しくは

業現場の修復

の処分又は修

議が整わない

場合において

第 46 条の 2

前払金の支払

息を付した額

の額を発注者

、契約が解除

て、第 34 条及

条第 3 項の規

て、受領済み

は第 49 条第 2

までの日数に

項又は第 48 条

ない。 

除された場合

ない。この場

は、代品を納

ならない。

除された場合

規定する部分

、調査機械器

任され、又は

があるとき

、発注者に明

びに修復及び取

は、次の各号

受注者が負担

関する撤去費用

第 46 条の 2

第 48 条第 1項

物その他物件に

受注者が正当

取片付けを行

若しくは取片

復若しくは取
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い場合には、発

、第 34 条及

2第 2 項又は

払いの日から返

額を、第 47 条

者に返還しな

除され、かつ

及び第 39 条

規定により定め

みの前払金に

2項の規定に

に応じ年 2.7

条第 1 項の規

合において、貸

場合において

納め、若しく

合において、作

分引渡しに係る

器具、仮設物そ

は請け負った者

は、受注者は

明け渡さなけ

取片付けに要

号に掲げる撤去

担する。 

用等 

2 第 2項又は

項によるとき

に関する撤去

当な理由なく

行わないとき

片付けを行う

取片付けにつ

発注者が定め

及び第 39 条の

は第 49 条第 2

返還の日まで

条第 1 項又は第

なければなら

、前条第 2項

の規定による

められた既履

になお余剰が

よる解除にあ

7 パーセント

規定による解除

貸与品等があ

、当該貸与品

は原状に復し

作業現場に受

る部分及び前

その他の物件

者が所有又は

は、当該物件

ければならない

要する費用（

去費用等につ

は第 49 条第 2

きは発注者が負

去費用等 

、相当の期間

きは、発注者は

うことができ

ついて異議を

め、受注者に

の規定による

2項の規定に

での日数に応

第 48 条第 1

ない。 

項の規定によ

る前払金があ

履行部分委託

あるときは、

あっては、当

トの割合で計

除にあっては

あるときは、

品等が受注者

して返還し、

受注者が所有

前条第 2項に

（第 7条第 3

は管理するこ

件を撤去する

い。 

（以下この項及

つき、それぞ

2項によると

負担する。 

間内に当該物

は、受注者に

る。この場合

申し出ること

通知する。 

前払金があっ

よる解除にあ

応じ年 2.7 パー

項の規定によ

り既履行部分

あったときは

託料から控除す

受注者は、

該余剰額に前

計算した額の利

は、当該余剰額

当該貸与品等

者の故意又は過

又は返還に代

有又は管理する

規定する検査

項の規定によ

れらの物件を

とともに、作

及び次項にお

ぞれ当該各号に

きは受注者が

物件を撤去せず

代わって当該

合においては

とができず、

ったと

あって

ーセン

よる解

分の引

、発注

するも

第 46

前払金

利息を

額を発

等を発

過失に

代えて

る業務

査に合

より、

を含む。

作業現

おいて

に定め

が負担

ず、又

該物件

、受注

また、



発注

に係

７ 第

第

は第

項後

者の

（公正

第５

し、

託料

額の

様と

(1)

(2)

(3)

(4)

（保険

第５

付し

ばな

（賠償

第５４

を発

する

を付

注者が支出し

係るものを除

第 3項前段に

46 条、第 46

第 48 条第 1

後段及び第 4

の意見を聴い

正入札違約金

 受注者２条

、次に掲げる

料（業務委託

の契約賠償金

とする。 

) 私的独占の

法」という

において準

20 条第 1項

（昭和 37

しなかった

) 独禁法第 7

場合を含む

（昭和 37

しなかった

) 前 2 号に規

訟について

) 受注者（受

第 45 号）

険） 

 受注者は３条

しているとき

ならない。 

償金等の徴収

 受注者が４条

発注者の指定

る期間を経過

付した額と、

した撤去費用

除く。）を負担

に規定する受

条の 2第 2項

項の規定によ

4項に規定す

いて定めるも

金） 

（受注者が設

る場合のいずれ

託料の変更が

金を発注者の

の禁止及び公

う。）第 7 条第

準用する場合

項の規定によ

年法律第 13

たとき。 

7 条の 2 第 1

む。）の規定に

年法律第 13

たとき。 

規定する排除

て棄却又は却

受注者が法人

第 96 条の 6

は、募集要項

きは、当該保険

収） 

がこの契約に

定する期間内

過した日から

発注者の支

等（前項第 1

担しなければ

注者のとるべ

項又は第 49 条

よるときは、

る受注者のと

のとする。

設計共同体で

れかに該当し

あった場合に

指定する期間

公正取引の確保

第 1 項若しく

合を含む。）、第

よる命令（以

9 号）第 14

項（同条第

による命令

9 号）第 14

除措置命令又

却下の判決が確

人の場合にあっ

又は同法第

項等に基づき

険に係る証券

に基づく賠償

に支払わない

業務委託料支

払うべき業務
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1 号の規定に

ばならない。

べき措置の期

条第 2 項によ

受注者が発

とるべき措置

である場合にあ

したときは、

には、変更後

間内に支払わ

保に関する法

くは第 2 項（

第 8 条の 2第

下「排除措置

条第 1 項又は

2 項及び同法

（以下「納付

条第 1 項又は

又は課徴金の納

確定したとき

っては、その

198 条の規定

火災保険その

券又はこれに代

償金、損害金、違

いときは、発

支払いの日ま

務委託料とを

より、発注者

期限、方法等に

よるときは発

注者の意見を

置の期限、方法

あっては、そ

受注者は、発

後の業務委託料

わなければな

法律（昭和 22

（同法第 8 条の

第 1項若しく

置命令」とい

は第 2 項に定

法第 8 条の 3

付命令」とい

は第 2 項に定

納付命令に係

き。 

の役員又は使

定による刑が

の他の保険を

代わるものを

違約金（第 52

注者は、その

まで年 5 パー

を相殺し、なお

者が負担する

については、

発注者が定め、

を聴いて定め

法等について

その構成員）

発注者の請求

料）の 100 分

らない。業務

2 年法律第 5

の 2 第 2 項及

は第 3項、第

う。）を受け

定める期間内

3 において読

う。）を受け

定める期間内

係る抗告訴訟

用人）が刑法

確定したとき

を付したとき又

を直ちに発注者

2条の公正入

の支払わない

ーセントの割

お不足がある

業務の出来形

この契約の解

、第 47 条第

めるものとし、

ては、発注者が

が、この契約

求に基づき、業

分の 15 に相当

務が完了した後

54 号。以下

及び第 20 条第

第 17 条の 2又

け、行政事件訴

に抗告訴訟を

読み替えて準用

、行政事件訴

に抗告訴訟を

訟を提起し、当

法（明治 40 年

き。 

又は任意に保

注者に提示しな

入札違約金を含

額に発注者の

割合で計算した

るときは追徴

形部分

解除が

1項又

、第 3

が受注

約に関

業務委

当する

後も同

「独禁

第 2 項

又は第

訴訟法

を提起

用する

訴訟法

を提起

当該訴

年法律

保険を

なけれ

含む。）

の指定

た利息

徴する。 



２ 前

計算

（紛争

第５

なか

受注

当該

る費

に係

２ 前

使用

職員

た後

決定

は、

３ 第

する

（平

基づ

（大館

第５

に従

地球

２ 発

に運

（補則

第５

都度

 

前項の追徴を

算した額の延

争の解決） 

 この契約５条

かったときに

注者との間に

該調停人のあ

費用について

係るものは発

前項の規定に

用人又は受注

員の職務の執

後若しくは同

定を行わずに

、前項のあっ

第 1項の規定

る手続前又は

平成 8 年法律

づく調停の申

館市環境方針

 発注者及６条

従い、関係法

球環境の改善

発注者及び受

運用手順書の

則） 

 この契約７条

度、発注者と

をする場合に

延滞金を徴収

約の各条項に

に発注者が定

に紛争を生じ

あっせん又は

ては、発注者と

発注者と受注

にかかわらず

注者から業務

執行に関する

同条第 4項の

に同条第 2項

っせん又は調

定にかかわら

は手続中であ

律第 109 号）

申立てを行う

針及び関係法

及び受注者は

法令を遵守す

善に努めるも

受注者は、大館

のうち、本契

約に定めのな

と受注者が誠

は、発注者は

する。 

において発注

定めたものに受

た場合には、

調停によりそ

と受注者とが

者で折半し、

、管理技術者

を委任され、

紛争について

規定により発

若しくは第 4

停を請求する

ず、発注者又

あっても、同項

に基づく訴え

ことができる

法令の遵守）

は、この契約

るとともに、

のとする。

館市が定める

約に係る部分

ない事項及び

意をもって協
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は、受注者か

注者と受注者と

受注者が不服

発注者及び受

その解決を図

が協議して特

その他のも

者又は照査技

又は請け負っ

ては、第 14 条

発注者が決定

4項の期間が

ることができ

又は受注者は

項の発注者と

えの提起又は

る。 

約の履行に関し

健全な地球

る環境目的・

分を遵守しな

びこの契約の解

協議の上、解

ら遅延日数に

とが協議して

服がある場合

受注者は、協議

図る。この場合

特別の定めをし

ものは発注者

術者の業務の

った者の業務

条第 2項の規

定を行った後、

が経過した後で

きない。 

は、必要がある

と受注者との

は民事調停法

して、この契

環境を次の世

目標及び環境

なければなら

解釈において

解決するもの

につき年 5パ

て定めるもの

合その他契約

議の上、調停

合において、

したものを除

と受注者それ

の実施に関す

務の実施に関

規定により受

、又は発注者若

でなければ、

ると認めると

の間の紛争につ

（昭和 26 年

契約及び大館

世代に引き継

境マネジメン

ない。 

て生じた疑義

とする。 

ーセントの割

につき協議が

に関して発注

停人 1人を選任

紛争の処理に

除き、調停人の

れぞれが負担

する紛争、受注

関する紛争及び

受注者が決定を

者若しくは受注

発注者及び受

きは、同項に

ついて民事訴

年法律第 222 号

館市環境方針の

継ぐため、継続

ントプログラム

については、

割合で

が整わ

注者と

任し、

に要す

の選任

担する。 

注者の

び調査

を行っ

注者が

受注者

に規定

訴訟法

号）に

の規定

続的な

ム並び

その
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１．支払予定に関する事項 

  本契約の各会計年度の受注者への支払いは、基本的に出来高に応じて行うものとする。 

  なお、各会計年度の支払限度額は次のとおりとする。 

 

詳細設計業務委託  

会計年度 支払限度額 備  考 

平成 29 年度 契約金額（詳細設計業務委託料）の 23％程度  

平成 30 年度 契約金額（詳細設計業務委託料）の 77％程度  

 

施工監理業務委託 

会計年度 支払限度額 備  考 

平成 30 年度 契約金額（施工監理業務委託料）の 19％程度  

平成 31 年度 契約金額（施工監理業務委託料）の 26％程度  

平成 32 年度 契約金額（施工監理業務委託料）の 26％程度  

平成 33 年度 契約金額（施工監理業務委託料）の 29％程度  

 

 

※ 本表は案であり、本契約時において事業者提案による各会計年度の予定金額を考慮し、支払

予定に関する事項は変更することがあり、予算の都合その他の必要があるときも同様とする。 

 


